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1．はじめに  

 

 現在の官公庁の会計方式は、現⾦の収⼊・⽀出という事実に着目して整理されており、客観性の⾼い

予算の執⾏と現⾦収⽀の厳密な管理という⾯において優れていますが、保有している固定資産などの残

⾼や、将来負叕しなければいけない負債などのストック情報が蓄積されず、また年度ごとの実質的なコ

ストの把握が難しいといった、⻑期的かつ総合的な情報が不⾜していました。 
 

 平成１８年６月に施⾏した「簡素で効率的な政府を実現するための⾏政改⾰推進に関する法律」に基

づき、地方公共団体の資産・債務改⾰の一環として、発生主義・複式簿記の考えによる会計の導⼊を図

ることが要請され、各地方公共団体は基準モデルや総務省方式改訂モデルなどに基づき財務諸表を作成

してきました。 
 

しかし、複数のモデルにより財務諸表が作成されていることで自治体間比較が困難なことや、固定資

産台帳の整備が十分でないなどの課題もありました。 

そのような中、発生主義・複式簿記の導⼊や固定資産台帳の導⼊を前提とした「統一的な基準による

地方公会計の整備促進について」が平成２７年１月に⽰され、すべての地方公共団体は統一的な基準に

よる財務書類の整備を要請されました。 
 

この要請を受け朝来市では、企業会計的手法を取り⼊れた発生主義・複式簿記として、歳⼊・歳出の

現⾦取引のみならず、すべてのフロー情報やストック情報を網羅的に公正価値で把握できるよう⾒直

し、平成２８年度決算から「統一的な基準」による財務書類を作成し公表しています。 
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2．統一的な基準による地方公会計の財務書類作成体系等について  

 

（１）財務書類の体系 

地方公共団体の財務書類の体系は、貸借対照表、⾏政コスト計算書、純資産変動計算書、資⾦収⽀計

算書及びこれらの財務書類に関連する事項についての附属明細書とします。 

 

（２）財務書類の相関関係 

 

 

 

 

（３）財務書類の作成単位 

財務書類の作成単位は、一般会計等を基礎とし、さらに一般会計等に地方公営事業会計を加えた全体

財務書類、全体財務書類に地方公共団体の関連団体を加えた連結財務書類とします。  

 

（４）会計処理  

財務書類は、公会計に固有の会計処理も含め、総勘定元帳等の会計帳簿から誘導的に作成します。  

 

（５）作成基準日  

財務書類の作成基準日は、会計年度末（３月３１日）とします。ただし、出納整理期間中の現⾦の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とします。 
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（６）財務書類の作成範囲  

 

 

 
 

  

 

● 南但広域⾏政事務組合         ● 兵庫県後期⾼齢者医療広域連合 

● 公⽴豊岡病院組合           ● 和田山商業振興(株) 

● 但⾺広域⾏政事務組合         ● (株)フレッシュあさご 

● 兵庫県市町村職員退職手当組合     ● (有)朝来農産物加工所 

● 兵庫県交通災害共済組合        ● (株)あさご有機 

● 兵庫県町議会議員公務災害補償組合 

 

 

● 住宅資⾦貸付事業特別会計  ● 後期⾼齢者医療特別会計  

● 国⺠健康保険特別会計    ● 財産区特別会計 

● 水道事業会計        ● 休日診療所特別会計 

● 下水道事業特別会計     ● 工業用水道事業会計 

● 介護保険特別会計     

全体会計 

 

連結会計 

 

● 一般会計             

   

一般会計等 
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3．本市における財務書類  

 

（１）貸借対照表 

（百万円） 
勘定科目名 一般会計等 全体会計 連結会計 

資産の部    

固定資産 86,395 96,417 104,510 

有形固定資産 79,099 87,180 94,320 

 事業用資産 51,756 51,756 56,480 

 インフラ資産 26,956 34,500 34,500 

 物品 386 924 3,340 

無形固定資産 46 544 550 

投資その他の資産 7,250 8,693 9,641 

  基⾦（減債・その他） 6,335 7,508 8,096 

  その他（引当⾦含む） 915 1,185 1,545 

流動資産 5,639 7,775 9,081 

現⾦預⾦ 675 2,533 3,115 

未収⾦ 86 241 869 

基⾦（財政調整） 4,882 5,075 5,100 

その他（引当⾦含む） -3 -74 -2 

資産合計 92,034 104,192 113,591 

負債の部    

固定負債 24,719 35,117 40,859 

地方債 21,576 29,689 34,329 

退職手当引当⾦ 3,143 3,143 3,959 

その他 - 2,285 2,571 

流動負債 3,910 4,975 6,152 

１年内償還予定地方債 3,491 4,441 5,026 

賞与等引当⾦ 177 190 320 

その他 241 344 806 

負債合計 28,629 40,092 47,011 

純資産の部    

固定資産等形成分 91,279 101,494 109,612 

余剰分（不⾜分） -27,873 -37,394 -43,031 

純資産合計 63,406 64,099 66,580 

負債・純資産合計 92,034 104,192 113,591    
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①貸借対照表とは  

貸借対照表は、地方公共団体の基準日（会計年度末）時点における資産保有状況及び財

源調達状況を⽰した財務書類であります。貸借対照表により、基準日時点における地方公

共団体の資産、負債及び純資産といったストックの残⾼が明らかになります。 

  資産はインフラ資産等の将来の⾏政サービス提供能⼒を有するもの及び貸付⾦等の将来

の資⾦流⼊をもたらすもの、負債は地方債等の将来の資⾦流出をもたらすもの、純資産は

資産と負債の差額であり、税収等の将来の資⾦流出を伴わない財源等が計上されます。 

  貸借対照表の項目の配列については、原則として流動性配列法を採用する企業会計とは

異なり、地方公共団体においては⻑期的な資産保有形態である固定資産の割合が⾼く、そ

の財源調達についても⻑期的な負債である地方債の割合が⾼いことを重視して、固定性の

⾼い順に配列する固定性配列法によることとしています。 

 

②貸借対照表からみえること 

 本年度末の一般会計等の資産額は 920 億円、負債額は 286 億円となり、資産総額から

負債総額を差し引いた純資産額は 634 億円となっております。 

 資産のうち 791 億円（85.9%）が有形固定資産となっております。その内訳として事業

用資産が 518 億円（56.2%）、インフラ資産が 270 億円（29.3％）を占める形となって

おります。 

 一方負債は資産形成のために発⾏した地方債が⻑期分で 216 億円、短期分で 35 億円と

負債全体の 87.6%を占めています。負債総額は 286 億円で総資産に占める割合としては

31.1%（286 億円／920 億円×100％）にとどまりますが、総資産から換⾦可能性のない

インフラ資産を除いた⾦額で算定すると 44.0%（286 億円／651 億円×100％）と資産総

額の約 4 割の負債を抱えていることとなります。 

 他方で、現在の資産に対する将来の世代と過去・現世代の負叕割合は 0.45︓1（負債

286 億︓純資産 634 億）となり、分析数値だけでみると資産の形成割合として過去・現世

代の負叕の方が大きくなっていることがみてとれます。 
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（２）⾏政コスト計算書 

（百万円） 
勘定科目名 一般会計等 全体会計 連結会計 

経常費用 16,926 23,928 33,070 

業務費用 9,373 10,898 16,894 

人件費 3,438 3,618 6,291 

職員給与費 2,261 2,377 4,167 

その他人件費 1,178 1,241 2,123 

物件費等 5,596 6,542 9,476 

物件費 3,157 3,674 5,943 

維持補修費 214 288 327 

減価償却費 2,225 2,578 3,200 

その他物件費 - 2 6 

その他の業務費用 339 737 1,127 

⽀払利息 194 426 481 

その他業務費用 145 311 647 

移転費用 7,553 13,031 16,176 

補助⾦等 3,546 10,705 13,836 

社会保障給付 2,303 2,305 2,311 

その他移転費用 1,703 21 29 

経常収益 1,239 2,257 6,433 

使用料及び手数料 608 1,590 4,907 

その他経常収益 631 667 1,526 

純経常⾏政コスト 15,686 21,672 26,637 

臨時損失 507 508 591 

臨時利益 118 123 172 

純⾏政コスト 16,075 22,056 27,056 
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①⾏政コスト計算書とは 

⾏政コスト計算書は、一会計期間における⾏政活動に係る費用と当該⾏政活動との直接的な対価性を

有する使用料・手数料等の収益を対比させた財務書類となります。その差額として、地方公共団体の一

会計期間中の⾏政活動について税収等で賄うべきコスト（純⾏政コスト）が明らかになります。 

⾏政コスト計算書は、企業会計における損益計算書に対応するものといえますが、損益計算書が一会

計期間の営業活動に伴う収益と費用を対比して当期純利益を計算するのに対して、⾏政コスト計算書は

前述の費用と収益を対比して純⾏政コストを計算する点で大きく異なるものとなります。これは、地方

公共団体の⾏政活動は企業のように利益の獲得を目的としないことや、税収等を⾏政コスト計算書では

なく純資産変動計算書に計上することと関係しており、損益計算書の収益として計上される売上⾼は企

業が提供する財貨やサービスの直接の対価であるのに対して、税収は直接的な対価性を前提とせずに住

⺠から徴収される財源であることによります。 

 

②⾏政コスト計算書からみえること 

 1 年間での一般会計等の⾏政活動に要した経常費用は 169 億円で、経常収益は 12 億円となっており

ます。経常費用から経常収益を差し引き、当期の臨時損益を加味した純⾏政コストは 161 億円となっ

ております。 

 この純⾏政コストについては純資産変動計算書における財源で賄われることを⽰しています。 

 経常費用のうち、人にかかるコストは⾏政サービス提供の叕い手である職員等の人件費で 23 億円

（13.4%）となっております。 

 また、物にかかるコストは業務委託や消耗品費などの経費、減価償却費等で 56 億円（33.1%）と

なっております。 

 その他、移転⽀出のコストとしては補助⾦等や社会保障関係等の扶助費があり 76 億円（44.6％）と

なっております。 

  

  



8 
 

（３）純資産変動計算書 

（百万円） 
一般会計等 

合計 
 

勘定科目名 固定資産等形成分 余剰分（不⾜分） 

前年度末純資産残⾼ 62,111 93,037 -30,926 

純⾏政コスト（△） -16,074  -16,074 

財源 17,370  17,370 

税収等 14,234  14,234 

国県等補助⾦ 3,135  3,135 

本年度差額 1,294  1,294 

固定資産等の変動（内部変動） - -1,758 1,758 

有形固定資産等の増加  862 -862 

有形固定資産等の減少  -2,364 2,364 

貸付⾦・基⾦等の増加  1,146 -1,146 

貸付⾦・基⾦等の減少  -1,402 1,402 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 1,295 -1,758 3,053 

本年度末純資産残⾼ 63,406 91,279 -27,873 

 

全体会計 
合計 

 

勘定科目名 固定資産等形成分 余剰分（不⾜分） 

前年度末純資産残⾼ 63,656 103,313 -39,657 

純⾏政コスト -22,056  -22,056 

財源 24,289  24,289 

税収等 17,102  17,102 

国県等補助⾦ 7,187  7,187 

本年度差額 2,233  2,233 

固定資産等の変動（内部変動） - -1,819 1,819 

有形固定資産等の増加  979 -979 

有形固定資産等の減少  -2,719 2,719 

貸付⾦・基⾦等の増加  1,325 -1,325 

貸付⾦・基⾦等の減少  -1,404 1,404 

その他 -1,789 - -1,789 

本年度純資産変動額 443 -1,819 2,263 

本年度末純資産残⾼ 64,099 101,494 -37,394 

 

連結会計 
合計 

 

勘定科目名 固定資産等形成分 余剰分（不⾜分） 

前年度末純資産残⾼ 67,997 111,965 -43,968 

純⾏政コスト -27,056  -27,056 

財源 28,876  28,876 

税収等 21,269  21,269 

国県等補助⾦ 7,607  7,607 

本年度差額 1,819  1,819 

固定資産等の変動（内部変動） - -2,295 2,295 

有形固定資産等の増加  1,205 -1,205 

有形固定資産等の減少  -3,390 3,390 

貸付⾦・基⾦等の増加  1,397 -1,397 

貸付⾦・基⾦等の減少  -1,507 1,507 

その他 -3,227 0 -3,227 

本年度純資産変動額 -1,417 -2,353 936 

本年度末純資産残⾼ 66,580 109,611 -43,031 
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①純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書は、貸借対照表上の純資産が一会計期間においてどのように変動したかを⽰す財務

書類となります。 

純資産変動計算書においては、⾏政コスト計算書で算出された純⾏政コストが純資産の減少要因とし

て計上され、税収等や国県等補助⾦といった財源が純資産の増加要因として計上されることなどを通じ

て、一会計期間の純資産総額の変動が明らかにされます。 

   純資産総額は、固定資産等形成分及び余剰分（不⾜分）に分類されますが、これは、純資産がどの

ような資産形成等に用いられているかを明らかにするものとなります。 

   純資産変動計算書は、企業会計における株主資本等変動計算書に対応するものといえますが、株主

資本等変動計算書では資本取引と損益取引の区別が重視されるのに対して、純資産変動計算書では純資

産の財源の充当先による区分が重視される点で異なるものとなります。 

 

②純資産変動計算書からみえること 

 本年度の一般会計等における純資産は 13 億円増加したことがわかります。財源の調達として税収

142 億円と国や県からの補助⾦収⼊ 31 億円の合計 174 億円を⾏い、その調達した財源を使用して、

前述の⾏政コスト 161 億円に充当しているため、純資産額が 13 億円増加した形となっております。 

 なお、純資産の内部変動をみると、有形固定資産の増加（新規取得）が 9 億円に対して、有形固定資

産等の減少（減価償却・除売却）が 24 億円となっており、施設サービスの観点からみると、15 億円

の固定資産の価値が減少していることとなります。 

 その他には、全体会計・連結会計ともに過年度における純計処理（相殺消去）の修正が

含まれます。 
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（４）資⾦収⽀計算書 

（百万円） 
勘定科目名 一般会計等 全体会計 連結会計 

業務活動収⽀    

業務⽀出 14,751 21,366 29,683 

業務費用⽀出 6,965 8,102 13,262 

 人件費⽀出 3,272 3,451 6,044 

物件費等⽀出 3,476 4,203 6,491 

⽀払利息⽀出 194 426 481 

その他の⽀出 23 21 247 

移転費用⽀出 7,786 13,264 16,421 

業務収⼊ 18,311 24,331 31,391 

臨時⽀出 395 396 479 

臨時収⼊ 111 111 158 

業務活動収⽀ 3,275 2,680 1,387 

投資活動収⽀    

投資活動⽀出 2,007 2,228 2,605 

公共施設等整備費⽀出 862 907 1,219 

基⾦積⽴⾦⽀出 1,029 1,204 1,251 

その他投資活動⽀出 117 117 135 

投資活動収⼊ 1,704 1,738 1,948 

国県等補助⾦収⼊ 155 177 184 

基⾦取崩収⼊ 1,297 1,297 1,327 

その他投資活動収⼊ 252 264 438 

投資活動収⽀ -303 -490 -657 

財務活動収⽀    

財務活動⽀出 4,106 5,031 6,208 

地方債償還⽀出 4,106 5,031 5,404 

その他財務活動⽀出 - - 804 

財務活動収⼊ 1,151 1,220 2,405 

地方債発⾏収⼊ 1,151 1,220 1,436 

その他財務活動収⼊ - - 969 

財務活動収⽀ -2,955 -3,811 -3,803 

本年度資⾦収⽀額 17 -1,620 -3,073 

前年度末資⾦残⾼ 417 3,912 5,948 

本年度末資⾦残⾼ 434 2,292 2,875 

本年度末現⾦預⾦残⾼ 675 2,533 3,115 
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①資⾦収⽀計算書とは 

資⾦収⽀計算書は、一会計期間における地方公共団体の⾏政活動に伴う現⾦等の資⾦の流れを業務活

動収⽀、投資活動収⽀及び財務活動収⽀に分けて⽰した財務書類となります。 

現⾦収⽀は歳⼊歳出決算書においても明らかにされますが、資⾦収⽀計算書においては、資⾦の流れ

が業務活動収⽀、投資活動収⽀及び財務活動収⽀に分けて記載されることで資⾦の増減要因が明らかに

なる点で異なるものとなります。 

業務活動収⽀が対象とする⽀出は、基本的に⾏政コスト計算書が発生主義で計上する⾏政活動に係る

費用のうち資産形成を伴わないものを現⾦主義で捉え直したものであり、収⼊は、税収等や（業務活動

に係る）国県等補助⾦、使用料及び手数料等を計上するものとなります。地方公共団体においては、資

産形成を伴わない⾏政活動の他にもインフラ資産の形成等が⾏われるため、業務活動収⽀は通常⿊字と

なります。 

業務活動収⽀以外には、公共施設等の整備、基⾦の積⽴・取崩等に関する投資活動収⽀及び地方債の

償還・発⾏等に関する財務活動収⽀に区分し、⽀払利息⽀出を除く業務活動収⽀と基⾦収⽀を除く投資

活動収⽀の合算により基礎的財政収⽀（プライマリーバランス）を明らかにすることができます。 

 

②資⾦収⽀計算書からみえること 

 資⾦収⽀計算書は業務活動収⽀、投資活動収⽀及び財務活動収⽀に分かれていますが、このうち、業

務活動収⽀は 33 億のプラス、投資活動収⽀は 3 億円のマイナスとなります。業務活動収⽀の内訳とし

て⽀払利息⽀出が 0.2 億円あるため、基礎的財政収⽀（プライマリーバランス）の⾦額は 29 億円のプ

ラス（業務活動収⽀＋⽀払利息⽀出+投資活動収⽀※基⾦収⽀除く）となります。 

 なお、財務活動収⽀は 30 億円のマイナスとなっており、その内訳としては、地方債発⾏収⼊が 12

億円に対して地方債の償還⽀出が 41 億円となります。これは、負債が減少し、将来世代の負叕が減っ

ていることを表しています。 
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（５）財務分析 

 
 

財務分析指標 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

資
産
形
成
度 

住⺠一人当たり資産額 3,011,969円 3,051,879円 3,017,817円 

歳⼊額対資産比率 3.91 4.44 4.35 

有形固定資産減価償却率 

（資産⽼朽化比率） 
61.8％ 62.3％ 63.6% 

世
代
間
公
平
性 

純資産比率 63.6％ 65.7％ 68.9% 

社会資本等形成の世代間負担比率 37.5％ 25.4％ 22.8% 

持
続
可
能
性 

住⺠一人当たり負債額 1,095,817円 1,047,189円 938,737円 

基礎的財政収⽀ 

（プライマリーバランス） 
473百万円 2,427百万円 2,778百万円 

効
率
性 住⺠一人当たり純⾏政コスト 521,472円 533,248円 527,092円 

弾
⼒
性 ⾏政コスト対税収等比率 89.7％ 87.4％ 90.3% 

自
律
性 受益者負叕比率 8.2％ 7.5％ 7.3% 

※住⺠人⼝は平成 31 年 3 月 31 日現在の 30,497 人に基づき算出    
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指標 数式/説明 

資産形成度 将来世代に残る資産はどのくらいあるのか 

 住⺠一人当たり資産額 ◆資産合計／人⼝ 

所有する資産額を人⼝で除して、一人当たりの⾦額を算出したものです。 

歳⼊額対資産比率 ◆資産合計／歳⼊総額（繰越⾦除く） 

本年度の歳⼊総額に対する資産の比率を表したものです。これまでに取得

した資産が歳⼊の何年分に相当するかを表しています。 

有形固定資産減価償却率 

（資産⽼朽化比率） 

◆有形固定資産の減価償却累計額／取得価額等 

土地や建設仮勘定（非償却資産）以外の有形固定資産（減価償却資産）を一

定の耐用年数によって減価償却を実施した場合，年度末における資産が全体

としてどの程度経過しているかの比率で 100％に近いほど⽼朽化の程度が⾼

いことを⽰しています。 

世代間公平性 将来世代と現世代どの負叕の分叕は適切か 

 純資産比率 ◆純資産合計／資産合計 

所有する資産のうち純資産の部分は過去及び現世代の負叕によるもので，負

債の部分は将来世代が負叕することになります。そのため，純資産の変動

は，将来世代と現世代との間で負叕の割合が変動したことを意味します。 

将来世代負叕比率 ◆地方債残⾼※／有形・無形固定資産合計 ※特例地方債除く 

所有する社会資本等の財源のうち，将来償還等が必要な負債が占める割合

を算出することにより，社会資本等形成に係る将来世代の負叕の比率を把握

することができます。この比率が⾼いほど，将来世代の負叕が大きいことを

⽰しています。 

持続可能性 財政に持続可能性があるか（どのくらい借⾦があるか） 

 住⺠一人当たり負債額 ◆負債額／人⼝ 

負債（将来世代の負叕）が住⺠一人当たりいくらあるのかを表し，住⺠一人

当たりの資産額や純資産などと対比して財政の健全性を検討する指標です。 

 

基礎的財政収⽀ 

（プライマリーバランス） 

◆業務活動収⽀－（△⽀払利息⽀出）+投資活動収⽀ 

資⾦収⽀計算書上の業務活動収⽀（⽀払利息⽀出を除く。）及び投資活動収

⽀の合算額のことをいい，地方債等の元利償還額を除いた歳出と，地方債等

発⾏収⼊を除いた歳⼊の収⽀を⽰しています。当該収⽀が均衡している場合

には，経済成⻑率が⻑期⾦利を下回らない限り経済規模に対する地方債等の

比率は増加せず，持続可能な財政運営であるといえます。 
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効率性 ⾏政サービスは効率的に提供されているか 

 住⺠一人当たり純⾏政コスト ◆純⾏政コスト／人⼝ 

純⾏政コスト（資産形成につながらない⾏政サービス等）は，住⺠一人当た

りいくらかかっているのかを表しています。 

弾⼒性 資産形成等を⾏う余裕はどのくらいあるのか 

 ⾏政コスト対税収等比率 ◆純経常⾏政コスト／財源等（税収等+国県等補助⾦） 

税収等の一般財源等に対する⾏政コストの比率を表しています。当該年度の

税収等のうち，どれだけが資産形成を伴わない⾏政コストに使われたのかを

把握することができます。 この比率が 100％に近づくほど資産形成の余裕

度が低く，さらに 100％を上回ると，過去から蓄積した資産が取り崩された

ことを表します。 

自律性 歳⼊はどのくらいの税収等で賄われているのか（受益者負叕の水準） 

 受益者負叕比率 ◆経常収益／経常費用 

地方公共団体の経常費用のうち，サービスの受益者が直接的に負叕するコス

トの比率です。  


